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事業３

「エコフロンティア
かさま」整備事業

環境調査等助成
事業

事業１

事業２

　処分業の用に供されている産業廃棄物処理施設及び
設置者の倒産等により維持管理ができなくなっている産
業廃棄物処理施設に係る調査や，行為者不明の不法投
棄の撤去等を行う市町村等に対し助成を行い，生活環
境の保全を図る。

設　立
目　的

（設立の沿革及び出資等県が関与している理由等を含め記載する。）
　県内の産業活動の健全な発展や不法投棄を防止して県土の環境保全を図るためには，最終処分場の安定的確保が必要不可
欠であるとの観点から，平成5年2月17日に産業界・産業廃棄物処理業界・行政が一体となって「財団法人茨城県産業廃棄物対
策基金」を設立し，各種事業を実施してきたが，廃棄物処理法の改正や民間事業者の資本力不足等により廃棄物処理施設の新
規設置が極めて困難な状況となり，不適正処理や不法投棄が大きな社会問題となったため，県において循環型社会の推進拠点
として，公共関与による廃棄物処理施設の整備推進を図ることとなり，平成12年7月26日に「財団法人茨城県環境保全事業団」
に改組して，公共処分場「エコフロンティアかさま」の整備・運営を担うこととなった。
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財団法人茨城県環境保全事業団
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　民間による最終処分場の新規立地が極めて困難な状
況及び不法投棄や不適正処理の増加により，県内の産
業活動や県民の生活環境に重大な支障をきたしかねな
いため，公共関与による安全性を最優先とした廃棄物
処理施設を整備することにより，廃棄物の適正処理の推
進と循環型社会の構築を図る。
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［収支の状況］ 　
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補助金

[産業廃棄物処理施設モデル的整備事業 ]
都道府県等が関与して産業廃棄物処理のためのモデル的な処理施設を整備する事業。
公共の信用力を背景に地域の信頼確保を図り，また都道府県では事業運営に必要な知見を得られる。
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［平成１５年度の補助金等の目的・内容等］
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［総合評価］

から県民のみなさまへ＞

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

計画性取組みを強化すべき視点

＜

総合的所見等
に係る対応

健全性目的適合性 組織運営の適正性

概ね良好

総合的所見等

効率性

組織運営の
適正性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

組織，人事，財務等の内部管理体制が
適切に整備・運用され，かつ情報公開
による透明性の確保が適切か

法人の財務体質が健全であるか，ま
た，各事業の採算性がとれているか

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

健全性

《評価の視点》

効率性

計画性

目的適合性

14.7%
 

0.0%
15.6%効率性

合計

0 40
32
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財団法人茨城県環境保全事業団

　 廃棄物量の確保については，１４年度の着工以来営業努力を重ね，安定的な確保が
見込める状況となった。今後一層の営業努力を行い，健全な経営に努めるよう指導して
まいりたい。
   また環境に対する安全性については，これまでも地元説明会や見学会，マスコミ公開
等を通じてＰＲに努めてきたところであるが，さらに，ＨＰ立上げなど一層のＰＲに努め，全
国のモデル事業となるよう指導してまいりたい。

 公共処分場「エコフロンティアかさま」は，平成17年8月開業を目指し，安全性を最優先に工事を進めているとこ
ろです。建設中にもかかわらず視察者，見学者が多数に上っており，循環型社会形成に向けたモデル施設とし
て，皆様から大変関心を持っていただいていると実感しております。
平成14年からの建設差止仮処分の申立についてはすでに却下の決定が出されたものの，新たに平成16年11月
に訴訟が提起されました。訴訟には適切に対処していきますが，工事は予定どおり進めてまいりますので，ご理
解，ご協力をよろしくお願いいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１７年２月　（財）茨城県環境保全事業団　理事長　角田芳夫

公益法人会計用
財団法人茨城県環境保全事業団

警　戒　指　標
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得点率
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33

4

評価項目数

4
5

［評点集計］

　 「エコフロンティアかさま」整備事業においては，平成１７年度の稼動に向け，排出事業者等への
営業を強化し，廃棄物量の安定的確保を図ることが必要である。
　 また，環境に対する安全性についての情報を積極的にＰＲし，事業の推進を図られたい。

改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

健全性 11

組織運営の適正性

評価の視点

計画性

目的適合性
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［法人を担当する課の意見］

法人担当課の意見

①処分場の安全性・必要性については，現地見学会・相談会を開催し，さらにＨＰや新
聞・冊子等で地元及び県内にＰＲを行っている。
②当財団の会計は，産業廃棄物適正処理のための市町村助成事業である一般会計，及
び公共処分場建設事業である特別会計とからなっている。資金的には特別会計が大き
なウエートを占め，必要最小限のコストで目的達成のため努力していると認め得る。来年
の施設稼働後にあたっては，一層の経営合理化を図るよう指導してまいりたい。
③役員については，昨年度の指導に従い１名減とし，スリム化を図った。今後とも，最小
限の人員で最大の効果を上げうる組織となるよう指導してまいりたい。

第三次行財政改革
大綱に係る取組状況

（当該団体に関係する行革大綱の推進事
項を転記する。）
複数の部から理事（取締役）に就任してい
る場合は，必要最小限に縮減する。

（左記の推進事項に対する取組状況及び今
後の方向について記入する。）
１６年度５月理事会に於いて，県の現職部長
の理事を１名削減した。

事業計画，収支計画
ともに，現状を踏まえ
た適正なものであると
評価できる。

産業廃棄物の輸出県であ
る当県では公共処分場の
建設は喫緊の課題であ
る。全国的にも注目されて
おり，施設利用の応募状
況など，があり，十分な目
的適合性がある。

１６年度当初には理
事を１名削減するな
ど，組織のスリム化
に努め，適正に運営
されていると評価で
きる。

現在施設の建設中であ
り，借入金の割合が大きく
なるのはやむを得ない。し
かし，複数の国庫補助金
の活用や，政銀無利子融
資など，将来に向けて健
全な経営努力を行ってい
る。

計画性 目的適合性 組織運営の適正性
毎年度，理事会の議決を経
て，事業計画の基本方針を定
め，役職員に周知を図ってい
る。なお，経営基本方針は定
めていないが，これに変わる
業務方法書については，数度
の改定を実施している。公共
処分場「エコフロンティアかさ
ま」の整備については，収支の
シュミレーションを行っている。

全国的に廃棄物処理施設の
設置や運営をめぐり，反対運
動が多発し，その確保が困難
な状況となっている。茨城県
においても全国的状況と同様
の問題があり，事業団は，こ
のような状況を解決すべく廃
棄物処理センターの指定を環
境省から受け，公共関与によ
る廃棄物処理施設の整備を
進めているところである。こう
したことから，（事業の）公益
上の必要性は，十分ある。な
お，現在は施設の建設段階
にあり，建設行為は，おおむ
ね順調に推移しているが，事
業の目標達成度等を評価す
ることは，難しい。

平成１７年度はオープンを控
えているため，役職員の増も
考えられるが，施設の運営，
維持管理等を出来る限り外
部委託することにより，最小
の人員で，最大の効果があ
がるよう，組織の運営の適正
化・効率化を図る。

施設稼働により収益を生み
出していくことは十分成算が
あるので，融資返済や環境保
全等に充てる資金の確保も
できる見込みである。基本財
産は，国等の動向を見極め
て元本が保証されている国債
等の証券購入を視野に入
れ，基本財産の運用を図って
まいりたい。

今後の事業展開の方向

取組み状況推進事項

県職員の兼務等によ
り，最小限の人員で効
率的な業務を行って
いると評価できる。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性

（一般会計事業）
　財団設立当初から実施してきた一般会計事業は，産業廃棄物適正処理推進事業と管理費に大別できるが，いずれも基
本財産の運用益内において，実施すべきものである。設立当初から目的は，昨今の不法投棄などの状況から，環境保全
に照らし，ますます公的使命が強くなっているといえる。低金利時代の今日において，基本財産の運用益で，すべての事業
を実施することは不可能であるので，時宜を得た事業に的を絞って設立の目的を果たしていきたい。
（エコフロンティアかさま特別会計）
　公共処分場整備事業は，茨城県，関係市町村及び排出事業者からの建設基金，国からの補助金のほか大部分を，日本
政策投資銀行等からの融資による資金調達で賄っているため，短期的な経営状況は苦しいものとなるが，施設の本格稼
働により徐々に収益がでてくる収支計画であり，，中長期的には，健全に推移するものと考えている。

健全性 効率性
従来から，県職員が兼務して
管理経費等の削減に努めてき
たが，今後とも，情報技術等の
導入を図りながら，より一層の
事務効率の確保を図ってまい
りたい。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題，対策等）］

財団法人茨城県環境保全事業団

4


